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研究成果の概要(和文)：東アジア地域での環境問題の解決には，関係諸国と協調し，環境効果
が大きく，社会への受容性の高い環境経済政策を提言することが重要課題である．そのために
は，経済モデル分析手法を用いることにより，環境経済政策が環境や経済に及ぼす効果を，数
値情報で提供するのが有効である．本研究では，産業連関分析，応用一般均衡分析，マクロ動
学分析を用い，炭素税，排出量取引，電源構成変化，CDM，貿易と環境について分析を行い，
それぞれ政策提言につながる成果を得た． 
 
研究成果の概要(英文)：It is important to propose, in cooperation with the East Asian countries, 
environmental-economic policies which are efficient to reduce environmental load and also highly 
acceptable for the society. Numerical information is very useful in order to evaluate the effects that 
policies give on environment and economy in the East Asian region. In this project we have made 
analyses about carbon tax, GHG emission trade, changes in power source composition, CDM, and the 
relation of FTA/EPA and environmental load using I-O, CGE and macro dynamic models. We have 
gotten some results that have useful policy implications. 
 
交付決定額 

(金額単位：円) 
 直接経費 間接経費 合 計 

2008 年度 1,400,000 420,000 1,820,000 
2009 年度 1,300,000 390,000 1,690,000 
2010 年度 800,000 240,000 1,040,000 

総 計 3,500,000 1,050,000 4,550,000 
 
研究分野：複合新領域 
科研費の分科・細目：環境学・環境影響評価・環境政策 
キーワード：マクロ計量モデル，産業連関分析，応用一般均衡モデル，環境政策，FTA/EPA，
クリーン開発メカニズム，環境負荷 

 

1．研究開始当初の背景 

本研究開始当初，日本が抱える問題は多く，
財政赤字，高齢化社会と年金，地域格差など
枚挙に遑がなかった．なかでも最喫緊の課題
の 1つは，温暖化防止京都議定書の第 1約束
期間が 2008 年に始まっているにもかかわら
ず，日本の温暖化対策はほとんど進んでいな
かったことであった． 

地球温暖化問題の解決が困難な理由の 1つ
は，現在世代の危機感が薄く，厚生水準を下
げるような環境政策への受容性が低いことで

ある．また，環境問題は時間軸・空間軸をも
っており，問題解決のガバナンスが重層的で
あり，異なる利害をもつ利害関係者がきわめ
て多いということである．こうしたことは，
政策担当者にとっては，環境政策をより広い
視野にたった「公共政策」の 1つとして性格
づけをせざるを得ないということを意味する． 
われわれはこうした認識を共有し，現行の

(または計画中の)環境経済政策の効果を，長
期の視野に立ち東アジア諸国との協調を考慮
した上で，環境効果が大きく，受容性の高い
政策改善を，様々な角度から評価し提案する
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必要があるという考えであった． 

2．研究の目的 

多次元の問題を分析するのは容易ではない
が，以下に示すような経済モデル分析手法を
有効に用いることにより，環境経済政策が環
境や経済に及ぼす効果を，複眼的にとらえる
のが研究の目的である． 

病気の治療には副作用があり，財の生産に
は副産物があるように，環境経済政策は，そ
の善悪は別にして，直接の効果に加えて，間
接の効果を多方面に与える．そうした総合的
な影響を，数値情報で提供するのが本研究の
メリットであり，そうした情報を基礎にして
こそ，有効であり，かつ，一般受容性の高い
環境経済政策のデザインが可能である． 

われわれは，これまでに，地球温暖化対策
を中心に，環境経済政策の効率性と受容性の
分析を続けてきた．今回は，国内環境経済政
策として，環境税(温暖化対策税)，国内排出
量取引および電源構成の変化，国際環境経済
政策として日中の CDM，経済連携協定(EPA)締
結の経済効果・環境効果・副次的効果を扱っ
た． 

地球環境に与える影響という視点からの
EPA 分析はまれである．EPA が環境負荷を軽減
するなら，経済的利益に加えて推奨されるべ
きであり，反対に環境負荷を増幅するなら，
EPA の設計に何らかの工夫を加えなければな
らない． 
さらに，国際貿易に影響を及ぼす政策を評

価する際，上述したような環境負荷への影響
と同時に「食料自給率」への影響も考慮する
必要があろう．EPA や環太平洋パートナシッ
プ(TPP)協定といった貿易自由化のみならず，
炭素税等の環境政策によっても国際間の比較
優位構造は影響を受ける．しかしながら，「食
料自給率」の概念は曖昧であるので，経済理
論からみた「自給率」と「国産化率」の定義
を明確にし，定量評価する． 

3．研究の方法 

経済学者はいくつかの解決策を持っている．
分析対象の空間的な広がりや利害関係者の複
雑化への対応は，地域間(国際間)産業連関分
析や多国間応用一般均衡分析が適用可能であ
り，時間軸の広がりには，マクロ動学分析が
適用可能である． 

(1)産業連関分析 

産業連関分析の価格モデルを利用して，炭
素税の賦課が家計の所得階層別・地域別にど
の程度の負担をもたらすかの試算を行った．
2005 年の 190 部門の産業連関表を用い，炭素
1トンあたり 2,400 円の課税を想定した． 

また，伝統的な産業連関分析は 1種類の生
産物に 1種類のアクティビティであるが，現
実には，1 つの生産物が複数のアクティビテ

ィから生産されることがある．電力産業がそ
の典型で，火力・水力・原子力などのアクテ
ィビティがあり，電源構成の違いによって，
環境負荷も異なる．複数アクティビティモデ
ルを構築し，2005 年の産業連関表(190 部門統
合表)を用いて，発電の電源構成の変化が，環
境負荷および経済規模にどのような影響を与
えるかを分析した． 
食料自給率についても，需要側の概念であ

る「食料自給率」と供給側の概念である「国
産率」を明確にした上で，産業連関表を利用
してそれらを計算した． 
中国での畜産廃棄物からのバイオガスに関

する CDM もその効果について産業連関分析を
行った． 

(2)応用一般均衡分析 

炭素税および国内排出量取引について，応
用一般均衡分析モデルの 1 つである GTAP-E
を修正して分析した．データは GTAP データベ
ース Ver.6 とそれに対応した CO2データを用
いた． 
EPA については，アジア国際産業連関表や

GTAP のデータベース基礎資料と，これらを基
礎にした応用一般均衡モデルを開発してきた．
これらをもとに EPA 協定の環境効果を一般均
衡の形で予測した． 

(3)マクロ動学分析 

研究協力者の協力を得て開発した日本経済
3E 計量モデルを用いて，2020 年までの日本経
済(生産，物価，雇用，財政)，エネルギー需
要(エネルギー別)，二酸化炭素排出量の予測
を行った． 

4．研究成果 

(1)国内炭素税導入の家計への負担 

試算によると，価格上昇率が最も高いのは，
石炭製品，次いで石油製品である．エネルギ
ー多消費産業である，セメント，都市ガス，
電力，銑鉄・粗鋼も高い価格上昇となった．
また，自家輸送(旅客自動車)，自家輸送(貨物
自動車)，沿海・内水面輸送といった運輸部門
でも価格上昇が比較的大きい． 
平均的な家計の税負担額は年額 7,608 円と

推計された．所得階層別に見ると，炭素税は
所得に対して逆進性を持つことが確認された．
今後さらに税率を引き上げていくことになる
と，所得の垂直的公平の観点と低所得者に対
する新税の受容性の観点からは，炭素税収の
一部を低所得者への所得税減税の財源とする
などの補償措置が必要となろう．また，地域
別に見ると，寒冷地ほど炭素税の負担が重く
なることが確認された．こうした地域でも，
新税導入に対する受容性を高めるためには，
光熱費の一部を所得税の所得控除の対象にす
るなどの補償措置の導入が考えられる．大都
市圏では，北海道や東北など他の地域に比べ



 

 

て家計負担は低く推計された．公共交通機関
の発達した都市部と，自動車に頼らざるを得
ない地方との公平性も議論する必要があろう． 

(2)電源構成変化と環境負荷 

火力発電の比率を固定して，原子力発電比
率を増加・水力等の発電比率を減少させても，
CO2排出量はほとんど同じである．つまり，原
子力と水力等はともに CO2 を発生させない発
電方法であるので，これらの間で代替しても
CO2排出量はほとんど変わらない．原子力発電
比率を固定して，火力発電比率を増加・水力
等の発電比率を減少させた場合，当然のこと
ながら CO2 発生量が減少することが確認でき
た．火力発電比率を 2割程度まで削減できた
とするなら，CO2発生量は現状から 20%程度削
減される． 
最終需要が 2005 年の現状と同額であると

仮定する．火力発電の比率を固定して，原子
力と水力を代替しても，国内生産額はほとん
ど変わらないことが分かった．一方，原子力
発電比率を固定して，火力発電比率を増加・
水力等の発電比率を減少させると，国内生産
額が減少することが確認できた．火力発電の
アクティビティでは，エネルギー産業や運輸
産業等に対する後方連関効果が大きいためで
ある．試算は，現状の産業構造・技術構造を
前提とすれば，CO2の排出削減のために火力発
電の比率を削減すれば，最大 0.5％程度の経
済規模の縮小がありうることを示している． 

これらの結果は，現状の産業構造・技術構
造を前提とすれば，CO2排出削減のために火力
発電の比率を極限まで削減していけば，CO2
排出を 4分の 1程度削減できるが，その一方
で，0.5％程度の経済規模の縮小がありうるこ
とを示している． 

(3)炭素税と国内排出量取引 

日本・アメリカ・EU における「産業別炭素
税」および「国内排出量取引」の経済効果を，
GTAP-E モデルを利用して分析した．主要産業
で 30%削減というキャップを設定しても，GDP
の減少率は政策手段に関わらず 1%未満で小
さい．これは，CGE 分析の完全雇用の前提に
よるところが大きい．ただ，その大小を「産
業別炭素税」と「国内排出量取引」で比較す
れば，同じ削減量を実現するための GDP ロス
は，「国内排出量取引」の方が小さい．国内排
出量取引は，社会的コストを抑えることがで
きる政策手段であるといえる． 

産業別生産量への影響は，エネルギーとそ
の他要素との代替の弾力性の大きさに依存す
る．エネルギー間およびエネルギーと資本の
代替の弾力性が小さい産業では，要素価格の
変化に応じて，生産量の縮小を余儀なくされ
る．そうした産業に対しては，削減率の軽減
(いいかえれば税率の軽減)を適用することに
よって，影響を緩和できる．こうした「グル

ープ別炭素税」を用いた場合，マクロ経済へ
の影響は「国内排出量取引」とほぼ同じであ
った． 
産業別雇用量は，労働と資本・エネルギー

の代替を仮定しているので，相対的に高くな
ったエネルギーを代替するべく労働者が雇用
され，排出制限のかかった産業では，かえっ
て雇用者が増加することになる． 
産業別価格変化は，「国内排出量取引」では

電力産業の価格変化が大きく 5.44%であるが，
「産業別炭素税」では石油石炭製品の価格変
化が最も大きく 32.38%，ついで電力産業の
5.06%となる．「グループ別炭素税」での価格
変化は，「国内排出量取引」での価格変化と殆
ど差が無い． 

(4)貿易と環境 

GTAP-E モデルを用いて，東アジアの貿易自
由化が経済や環境負荷にもたらす影響を分析
した． 
日本に関しては，東アジア諸国との FTA は

いずれも日本の CO2排出量を GDP の増加率以
上に増加させる．理由は，エネルギー集約財
産業や電力のシェアの上昇や生産要素からエ
ネルギーへの代替である． 
日本以外の域内国では，東アジア FTA のア

セアンを除いてエネルギー集約財生産の比重
の低下が生じ，GDP 当りの CO2排出率が改善す
る効果がみられた．一方，エネルギー価格の
相対的低下は排出原単位の悪化をもたらした．
日中 FTA や東アジア FTA における中国は前者
の影響が大きく，中国では GDP 増加にも関わ
らず CO2排出量は低下した． 
FTA 地域全体では，エネルギー集約財生産

の日本へのシフトがみられ，地域全体の GDP
当りの CO2 排出率を改善する方向に働く．エ
ネルギー代替のない生産関数の標準モデルで
の日中，日アセアン，東アジア FTA では，そ
の改善効果が大きく働き，GDP 増加に関わら
ず地域全体のCO2の減少がみられた．しかし，
エネルギー代替の効く GTAP-E モデルでは，こ
れらの FTA でも GDP の増加率より CO2排出量
の増加率の方が大きくなる．このように，エ
ネルギー代替の有無が結果に大きく影響する． 
さらに，独自に開発した東アジアリンク

CGE モデルを用いて，日中の貿易自由化が東
アジアの経済および環境分野の産業に与える
影響を実証的に明らかにした．特に GTAP モデ
ルでは分析できない国際間の産業間への波及
効果を明らかにした． 

(5)食料需給率 

農水省が公表している 3種類の食料自給率，
すなわち，重量ベース自給率，カロリーベー
ス(供給熱量)総合食料自給率および生産額ベ
ース総合食料自給率の概念を明らかにした上
で，問題点を整理した．概念自体に関わる問
題点としては，農水省の食料自給率の計算式



 

 

では，分母は国内生産から輸出分を控除する
が，分子の国内生産では輸出分を含んでいる
こと，また，畜産物に対する自給率の計算で，
輸入飼料による生産部分が控除されることで
ある． 

こうした問題点を踏まえ，本研究では，経
済理論からみた「自給率」と「国産化率」の
定義を明確にした．すなわち，「自給率」とは
市場に流通する財のなかの国産品の比率のこ
とであり，購入者側からみた指標である．一
方，「国産化率」とは，モノを生産する場合の
国産品の投入率であり，生産者側の指標であ
る． 

さらに，産業連関表(金額表，2005 年)の基
本表を用いて経済理論からみた「自給率」と
「国産化率」を計算した．「自給率」について
は，「米」，「芋類」，「野菜」，畜産」でほぼ 100％，
一方「麦類」と「豆類」ではそれぞれ 56.2％，
31.6％と低く計算された．直接投入基準の「国
産率」では農業(農産物)と畜産，そして漁業
の国産化率が高く，全ての品目で 90％以上と
して計算された．このことは「日本国内の農・
水産業部門は，ほとんど輸入中間財を直接に
は利用していない」ことを意味する．付加価
値基準の「国産化率」の計算からは，全ての
品目で，「国産化率」は低下する．つまり，間
接的に輸入品投入財を利用していることが読
みとれる．ただし，このような「直接・間接
に利用した輸入中間財」の影響を考慮しても，
農業(農産物)では，「飼料作物」を除く全ての
産業で 90％以上の「国産化率」であるし，畜
産や漁業ではほとんどの品目で 70%から 80％
台，食料品では，「植物油脂」(48.8％)，「で
ん粉」(55.0％)と 40％台から 50％台のものが
あるものの，80％台の品目が多い結果となっ
た． 

(6)バイオガス CDM 

中国での畜産廃棄物からのバイオガスに関
する CDM の効果分析では，当該 CDM は GHG 削
減のみならず，副次的効果があることを示し
た． 

(7)日本経済 3E 計量モデル 

日本経済の 3E 計量モデルによる分析では，
ベースラインに加え，炭素課税やエネルギー
効率の改善のシミュレーションを実施して，
政策効果を確認した． 
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